様式　重点検討事項
都県名：　　　　都県

１　スマート農業の普及加速に向けた取組みと課題

[bookmark: _Hlk25754705]令和元年度よりスマート農業実証プロジェクトが開始され、スマート農業の社会実装に向けた実証試験がこれまで全国217地区で進められてきた。今後は、各地域においてスマート農業のより一層の普及加速が求められている。そこで、各都県におけるスマート農業の位置づけと推進方針、普及加速に向けた取組みについて情報を共有する。また、農研機構が事務局を務める、スマート農業のプラットホームであるIPCSA（スマート農業イノベーション推進会議）の取組みについて情報を共有し、今後の研究戦略や取組み等について議論する。

1  スマート農業の位置づけと推進方針等について
（各都県でのスマート農業の施策上の位置づけと推進方針、ターゲット等についてお聞かせください）



2  スマート農業の普及加速に向けた取組み事例について
（各都県で実施されている取組みや、これから行おうとする取組み。また、取組みにあたっての課題（例：導入効果の試算・経営評価、スマ農技術への理解不足など）についてご意見をお聞かせください）



3 国および農研機構への要望、並びにIPCSAの取組みについて
（農水省、農研機構等への要望、並びにIPCSAで取組もうとしている、スマ農関係部署や普及員を対象とした「スマ農技術普及検討会（仮）」への参加の可否等についてお聞かせください）



―――――――――――――――――――――――――――――
【IPCSAの取組み】
IPCSAはスマート農業農技術活用促進法に基づき、開発と生産のマッチング、スマート農業に関する情報の収集・共有・発信、技術課題の検討、人材育成等を目的とし、多様なプレイヤーが参画するプラットフォームとして2025年6月27日に設立された。事務局は農研機構（SAPPO）と農林水産省が共同で行い、生産者を中心に営農類型別プラットフォームで課題の抽出や方向性に関する意見交換や、各地域でのマッチングイベント、展示会、研修などを行っている。現在、約1300会員が入会。
営農類型別PFでは議論できない共通課題等については、別途検討会やワーキンググループを設置して対応。
次年度から、普及推進上の課題を共通課題として、都道府県の普及機関・スマ農普及担当部署等との情報交換の場としてIPCSAの中にプラットフォーム（検討会）の設置を計画中。
２　一般情勢報告　　　　　　　　　　　　　（口頭での紹介の希望：　有　無）
（都県における研究推進上の課題ならびに研究基本計画の見直しや研究組織、予算等の状況について、特徴的な動きや変更点を中心にご報告ください）


※Ａ４版１～２枚で作成お願いします
※すべての項目をご記入いただく必要はございません。該当する項目あるいは重要だと思われる項目についてご記入ください。
